
2-13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-9 H 地区平面図 
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図 2.2-11 N-1 地区平面図 
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 2.3 事業が実施される区域の概況 

事業実施区域は、図 2.3-1 に示す沖縄本島北部の国頭村、東村の両村にまたが

る北部訓練場内に位置し、具体的には図 2.3-2 に示す事業実施区域(6 ヶ所)位置

図のとおりである。 

同訓練場一帯は、沖縄本島随一の森林地帯として、県土保全、水源涵養林の大

きな機能を果たしており、また、国の特別天然記念物のノグチゲラや天然記念物

のヤンバルクイナの生息地として豊富な自然環境を残している(「沖縄の米軍のす

がた」沖縄県基地渉外室より抜粋)。 

沖縄県の「自然環境の保全に関する指針」(沖縄県自然保護課)によれば、図 

2.3-3 に示すように北部訓練場の中でも、伊部岳、照首山、与那覇岳、伊湯岳と

続く脊梁山地をとりまく山地部は、自然環境の厳正な保護を図る区域〔評価ラン

クⅠ〕に区分されており、原生の自然地域、傑出した自然景観、学術上特に価値

の高い自然物などは、多様な生物種を保存しており、自然遺産として後生に伝え

なければならないものとされている。返還される区域の大部分と残余の部分の山

地部はこのランクに相当している。 

ヘリコプター着陸帯の移設候補地となる残余の部分の福地ダムや新川ダム、宇

嘉川の流域となっている丘陵地や段丘は、自然環境の保護・保全を図る区域〔評

価ランクⅡ〕に区分されており、自然の均衡を維持する上で重要な役割を果たす

自然地域、すぐれた景観、貴重な野生生物の生息地等、良好な自然地域とされて

いる。そのため、移設候補地の選定にあたっては、すぐれた景観や貴重な野生生

物の生息地等の適正な保護・保全が図られるよう十分配慮した。 

また、返還されるヘリコプター着陸帯 7ヶ所のうち 5ヶ所については、評価ラ

ンクⅠの区域に位置しているが、新たな移設候補地の選定に際しては、評価ラン

クⅠの区域から選定しないこととした。 
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図 2.3-1 事業実施区域位置図 

 

返還後の施設区域界 

返還前の北部訓練場 
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図 2.3-3 自然環境の保全に関する指針によるランク区分  
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 2.4 事業の経緯 

当該事業の経緯は、以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

平成 29 年 12 月 15 日 
事後調査報告書の公告・縦覧 
(平成 30年 1月 13 日まで)

平成 18年 8月 25 日 

評価図書案に対する知事意見の提出 
平成 18年 12 月 14 日 
評価図書の県への送付 

平成 19年 2月 20 日 
補正評価図書の県への送付 

平成 19年 1月 26 日 

評価図書に対する知事意見の提出 

平成 19年 2月 21 日 
補正評価図書の公告・閲覧 
(平成 19年 3月 22 日まで)

平成 19年 7月 2日 
工事着手届出書提出 

平成 25年 7月 25 日 
事後調査報告書の公告・縦覧 
(平成 25年 8月 23 日まで)

平成 14年 10 月 11 日 

検討書に対する知事意見の提出 

平成 18年 2月 10 日 
評価図書案の公告・閲覧 
(平成 18年 3月 11 日まで)

平成 18年 2月 9日 
評価図書案の県への送付 

平成 25年 10 月 4日 
知事の環境保全の措置要求(環政 第 973 号)

平成 14年 6月 21 日 
検討書の公告・閲覧 

(平成 14年 7月 22 日まで) 

平成 29年 8月 1日 
事後調査報告書の公告・縦覧 
(平成 29年 8月 30 日まで)

平成 14年 6月 21 日 
検討書の県への送付 

本事後調査報告書 
(平成 30年 4月 1日～平成31年 3月 31日)

平成 26年 6月 13 日 
事後調査報告書の公告・縦覧 
(平成 26年 7月 14 日まで)

平成 30年 7月 27 日 
知事の環境保全の措置要求(環政 第 655 号)

平成 31年 4月 8日 
事後調査報告書の公告・縦覧 
(令和元年 5月 8日まで)

事
後
調
査

平成 26年 9月 24 日 
知事の環境保全の措置要求(環政 第 656 号)

平成 27年 7月 31 日 
事後調査報告書の公告・縦覧 
(平成 27年 8月 31 日まで)

平成 27年 12 月 11 日 
知事の環境保全の措置要求(環政 第 868 号)
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 2.5 事業に付帯する整備の概要 

既存道路 

整備の目的 

「北部ヘリコプター着陸帯移設事業（仮称）環境影響評価図書（平成 19 年 2

月）」において、工事用車両の通行は県道 70 号線側入口から既存道路を通過し、

N-1 地区を通行する予定であった。しかし、長年、車両の通行がなかったことか

ら、植生の繁茂や所々に窪地等が生じたため、車両が走行する上で支障をきたす

こと、沿線上に 3ヵ所の崩落が確認され、工事用道路として使用するためには下

草刈り、路面や崩落地の補修が必要となったことから、当該、整備を実施するも

のである。 

 

整備の内容 

既存道路の工事では 3 箇所の崩落箇所の補修と 2,863m に至る路面の補修

を行う(図 2.5-1)。そのため、工事期間中は資材ヤード１箇所、待避所１箇

所を設けるものである。 
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図 2.5-1 既存道路整備区間  
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工事用道路 

整備の目的 

当初、H地区及び G地区の工事について、工事用車両は原則として県道 70 号線

及び県道 70 号線から訓練場内の既存道路を通過し、N-1 地区を経て H地区等に至

るルート（＝既存道路(F ルート)）を使用する予定であったが、当該既存道路の

各進入口において、搬入が困難な状況が継続していたことから、今後の状況によ

り、必要に応じて、既存道路から H地区に至る区間について工事用モノレールの

設置による人員・資材等の輸送を計画することとしていた。 

しかしながら、工事用車両の通行を計画していた道路の一部について、通行が

困難な状況がさらに悪化していることから、工事への影響を低減・回避しつつ、

安全かつ円滑な工事を実施し、1 日も早い北部訓練場の過半の返還を実現するた

め、作業人員や小型軽量資機材に加え、砕石等の主要資材を輸送の対象とした道

路を整備することとしたものである。 

F ルートから H 着陸帯に至るまでの道路は、樹木伐採等の通行路設置に伴う環

境への影響を出来る限り回避するため、既存の通行路の経路を基本としつつ、造

成工事を伴わない経路を選定する。 

 

整備の内容 

F ルートから H 着陸帯に至るまでの道路のルートは尾根沿いにある既存の通行

路に沿って約 1.5km の距離を整備し、幅員 3.0m、厚さ 20cm の砕石敷きである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5-2 F ルートから H着陸帯に至るまでの道路のルート  
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歩道 

整備の目的 

歩道の整備については、提供水域における訓練や隊員の救助を支援する目的で、

北部訓練場のＧ地区着陸帯から提供水域までの既存の通行路を補修するものであ

る。 

当該計画は、平成 19 年 2月に沖縄防衛局が自主的に環境影響評価図書を作成し

た際には、既存の通行路を最小限補修するものであり、主に人力による施工を想

定していたことから、環境への影響は殆どないものと想定していた。 

しかしながら、これまで、北部訓練場の進入路等において長期にわたり通行が

困難な状態が続いており、また、安全かつ円滑な工事を実施し、北部訓練場の過

半、約 4,000 ヘクタールの 1日も早い返還に向けて着陸帯の工事を進めており、G

地区着陸帯の工事の進捗を踏まえ、当該歩道を整備する必要があるため、重機等

を使用した工法を行うものである。 

 

整備の内容 

歩道の位置は図 2.5-3 に示す、G.1 着陸帯から宇嘉川河口までの約 3.0km の区

間について幅 1.2m の人員が歩ける程度の歩道を整備するものである。 

歩道の整備は幅員 1.2m の砕石舗装(路盤材)を行うとともに、砕石舗装の外側に

伐採木を敷均する。歩道は概ね平坦な箇所では砕石舗装を、縦断勾配が 6%を超え

るような箇所については補強材を含む砕石舗装を行い、外側には伐採木を敷き均

す。また、急峻な箇所については、段差が 20cm の擬木階段を設置するほか、一部

区間について転落防止柵、擬木組立土留壁を設置する。さらに、歩道上に沢があ

る箇所には、小規模な橋(デッキ)を設置する。 

歩道の整備に伴う除草や樹木の伐採範囲は、人力施工範囲で幅 2.0m、機械施工

範囲で幅 3.0m について行う。 
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表 2.5-1 歩道の規模及び内容 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5-3 歩道の位置 

 

G 

宇嘉川

G進入路 

砕石舗装
砕石舗装
(補強材あり)

擬木
階段

転落防止柵
擬木組立
土留壁

デッキ

箇所 29 29 26 13 11 1
距離(m) 1278 1296 608 481 396 3

歩道部 その他

歩道


